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年金者組合は、

物価に見合う年金引き上げを求め、

年金天引きに伴う所得控除取り扱いの

変更を求める

1．物価に見合う年金引き上げを求める

①過去の物価指数低下の物価スライド－1.7％が特例的に保留されていることになっている。

②04年「年金改革」で「マクロ経済スライド」がつくられ、年金制度被保険者数の減少率と平均寿命の延びを勘案した一定率を本来の改定率（新規裁定は賃金スライド・既裁定は物価スライド）からスライドして年金額を抑制することになった。

③「マクロ経済スライド」ではこのほかに、物価の変動率と賃金の変動率を関連付けて賃金を超えて物価スライドしない仕組みがつくられた。そのため賃金据え置き又は低下のもとでは、物価がいくら上がってもスライドされないことになる。

④国際投機資金の無制限な投機により、原油・穀物など異常な高騰をきたし、農業・漁業・運輸をはじめ産業界に甚大な困難をもたらしているが、徐々に消費者物価を押し上げている。

⑤総務省の全国消費者物価指数前年同月比6月1.9％、7月2.4％アップと発表されているが、高齢者の実感はこの何倍も高い。日銀生活実態アンケート（6月）10.2％アップが実態に近いと考えられる。しかも、原材料費の価格転嫁は始まったばかりであり、この先どこまで物価が上昇するか予測できない。

⑥一方賃金は、ここ数年低下の一途をたどっている。この先、物価上昇を反映して若干の引き上げがあったとしても、これまでの実績から考えて微々たるものになる可能性が強い。

⑦このままでは、今年物価がどれだけ上昇しても来年度の年金改定は行われないことになる。極論すれば、この先物価がいくら上昇しても、年金はほとんど引き上げられないことにならざるを得ない。

⑧今日の状態は、「マクロ経済スライド」をつくった04年「年金改革」時、政

府が想定していた状態と大きく異なる。その経済前提では、07年は、物価1.5％、賃金2.3％、08年は、物価1.9％、賃金2.7％の上昇とされていた。

⑨従って、このことから、この異常な物価高騰に対して、「特例的に引き下げが保留されている1.7％を棚上げし、当面、「マクロ経済スライド」を一時停止して物価に見合う年金を緊急の措置として保障すること」を要求している。

⑩高齢者はこれまで、相次ぐ課税強化、保険料引き上げなどで苦しめられ、この上どこまで上がるか予測できない物価上昇のもとで、年金が据え置かれるようなことになれば、生活が立ち行かない。特に膨大な数の無年金・低年金者は深刻である。先行きの生活不安から国内消費をますます冷え込ませることは必至であり、経済の落ち込みは避けられない。

２．社会保険料の年金天引きに伴う所得控除の取り扱いの変更を求める

①2000年度発足の介護保険料に続いて、今年度後期高齢者医療制度発足に伴い、保険料の天引きが行われるようになった。

②被扶養者の保険料は、本人に負担能力が乏しく、扶養者の収入によって支払われるのが通常である。従って、形式的には被扶養者名で賦課され本人が納付した場合でも、扶養者の所得税等の社会保険料控除として認められてきた。

③ところが、国税庁は、年金天引きの場合は、これを認めないとしている。08年の「確定申告の手引き」には、「生計を一にする配偶者その他の親族が受け取る公的年金等から直接差し引かれる介護保険料は、あなたの控除の対象にはなりません」としています。

④年金天引きで所得控除を認めない理由についての質問を7月17日、国税調長官に提出したところ、国税庁のホームページに７月25日付で「長寿医療制度の保険料に関わる社会保険料控除の適用関係等について」を掲載したものの、回答については今日まで受け取っていない。

⑤年金者組合の要請（８月28日）の際、国税庁側は、所得税法74条では「支払った者」が対象になるのだと説明した。形式的には普通徴収でも被扶養者が、自己の名で賦課された保険料を自ら現金を持参して支払うことがあること、との矛盾については返答がなかった。

⑥後期高齢者医療制度等に関わる天引きの「改善」として政府は、国保保険料優良納付者については、連帯納付義務者の口座からの引き落としを認めることにした。この場合当然、扶養者の社会保険控除として認められる。厚生労働省は、どんな場合に税金が安くなるかを発表している。ここに新たな不公平・矛盾が作られた。

⑦生計維持関係＝保険料納付の事実関係にまったく違いがないにかかわらず、好んで選択したものでもない年金天引きについてだけ、扶養者の社会保険料控除として認めないとする国税庁の判断は、あまりに現実を無視したものであり、私たちは、「2008年以降、被扶養者の特別徴収保険料を扶養者の社会保険料控除として認めること」を要求する。

⑧私たちの要求の根拠をまとめると、第１に、生計維持関係＝事実関係に違いがないにも関わらず徴収方法の形式的な違いによって扱いを異にすることには矛盾が大きすぎること、第２に、年金生活者本人の意思とは関わりなく特別徴収とされ、多くの場合選択の余地がないこと、第３に、扶養者の社会保険料控除として認めないとする所得税法74条の解釈・運用は、現実を無視し誤りであること、などです。

3．要求実現に向けての諸行動

厚生労働省、財務省・国税庁要請

去る8月28日、実施。

記者会見

9月3日実施。

政党要請

与野党を問わずすべての政党に要請する。9月3日開始

議員要請

10月1日、衆参全議員への要請行動をする。

物価の実態調査

全県全支部を対象に物価上昇（9月時点）の実態を調査する。

要求集会

「年金者一揆2008」を10月16に全国で行い、物価に見合う年金引き上げを「後期高齢者医療制度」「最低保障年金制度」とともに要求する。

学習決起集会

11月12～13日、全都道府県本部から複数の幹部を集めて学習決起集会を開き、物価の実態調査結果にもとづき要求を確認し、本格的な運動をスタートさせる。

